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理事長 坪井 茂

見沼代用水は、1728年八代将軍徳川吉宗の命により井澤弥惣兵衛為永に
より開削され、以来、290余年脈々と守られてきました。

令和元年9月には、見沼代用水の歴史的、技術的、社会的価値が評価され、
世界かんがい施設遺産にも登録されるなど、日本を代表する用水でありま
す。

現在も埼玉県内の上流部の農村地帯から下流部の見沼田んぼをはじめ、都市化の進む市街地周辺の水田
農業を支え、さらには、市民への憩いの場の提供や生態系の維持など貴重な水辺空間を提供するとともに、
水路の堤塘敷は遊歩道やサイクリングロードとして活用され地域住民に親しまれています。

しかし、1970年代後半より埼玉合口二期事業として大幅に改修された土地改良施設も、半世紀が経過した
今、老朽化により維持管理費や施設改修費の増大が懸念されています。また、農業情勢の大きな変化や、農
業従事者の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の増加、さらには、農地転用に伴う賦課金の減少など、
土地改良区の運営に大きな影響を与える課題を多く抱えており、計画的に解決していくことが必要不可欠
です。

このことから、この度、健全に運営される土地改良区を目指し、現状分析、想定される課題を洗い出し、課
題解決に向けた取り組みの指針となる「見沼代用水土地改良区中長期計画」を策定しました。

計画には、安定した通水を必達するための事業計画の策定方針をはじめ、確実な財政運営に関連する業
務の改善活動等も織り込まれております。計画を実行していく上では、組合員の皆様を始め、関係各位のご
理解とご協力が不可欠でございますので、特段のご配慮をお願いいたします。

令和5年2月
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Ⅰ 見沼代用水の歴史/世界かんがい施設遺産
18世紀初頭、八代将軍徳川吉宗の命を受けた井澤弥惣兵衛為永は、広大な見沼

溜井を干拓することにより新田とし、見沼に代わる安定した水源を60km離れた利
根川に求め用水路を開削した。この国家プロジェクトにより、享保13年（1728年）
15,000ヘクタールの広大な水田に安定した水を供給する日本最大の農業用水路
「見沼代用水」が誕生したのである。

その建設は、「紀州流」の技術により、緻密な路線選定や水準測量のもと、当時我
が国最大規模の木造水利構造物となる「元圦」「八間・十六間堰」「柴山伏越」「瓦葺
掛渡井」の建設含め、6ヶ月という短期間で行われた。

さらには、舟運による江戸と用水路沿線地域との広域物流システムを築くため、
3mの高低差のある用水路と排水河川を繋ぐ閘門式運河「通船堀」も建設された。

このような革新的な構想と当時の卓越した土木技術、食糧増産や幕府の財政再
建への貢献など、見沼代用水の歴史的、技術的、社会的価値とその役割が今日まで
引き継がれていることが高く評価され、令和元年（2019年）9月4日、世界かんが
い施設遺産に登録された。
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Ⅰ 見沼代用水の歴史/世界かんがい施設遺産

1. 対象施設
• 建設から100年以上経過（共用廃止施設も対象）した施設
• かんがいを主目的としたダム、ため池などの貯留施設、堰・分水施設や水路など

2. 9項目の基準のうち1つ以上を満たす施設（以下、抜粋）
①かんがい農業の画期的な発展、食糧増産、農家の経済状況改善に資するもの
②構想、設計、施工、規模などが当時としては先進的なもの、卓越した技術であった

もの
③設計、建設における環境配慮の模範となるもの
④伝統文化又は過去の文明の痕跡を有する物 など

改良区
• 申請書提出

ICID日本国内委員会
• 申請施設の審査
• 日本からの申請施設の

決定

ICID本部
• 申請施設の審査

認定

2019年2月
提出 5月国内審査 2019年9月4日

世界かんがい施設遺産対象施設・登録基準
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広域物流システム
3mの高低差を行き来する閘門式運河「通船堀」

 当時の卓越した土木技術
紀州流の技術

• 水準測量
• 最大規模の木造水利構造物「元圦」「八間・十六間堰」「柴山伏越」「瓦

葺掛渡井」
6ヶ月の建設期間

革新的な構想
紀州流の技術

• 路線選定、水準測量
• 最大規模の木造水利構造物「元圦」「八間・十六間堰」「柴山伏越」「瓦

葺掛渡井」
広域物流システム

Ⅰ 見沼代用水の歴史/世界かんがい施設遺産

 食糧増産や幕府の財政再建への貢献などが評価

見沼代用水の歴史的、技術的、社会的価値とその役割が今日まで引き継がれていることが評価
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Ⅱ 計画の位置付け

中長期計画策定の背景
• 「施設の老朽化」 維持管理費の増大
• 「管理組織の弱体化」 市町村合併
• 「面積減少による賦課金減少」 農地転用面積の増加
• 「営農状況の変化による水利用の多様化」 大規模農家の増加による用水時期のずれ

中長期計画策定に込めた思い
• 安定した通水を確保するため、適切な施設の維持管理を行う。
• 健全に運営される見沼代用水土地改良区を目指す
• 今後10年間の財務運営、維持管理等などに関する土地改良区運営の指針
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Ⅲ 現状
1 社会情勢

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

日本
情勢

消費税法
成立

量的・質的
金融緩和政
策を開始

消費税
引き上げ

８％
安全保障関

連法案
成立

マイナン
バー制度

開始
衆院選挙
自民党
圧勝

ＴＰＰ発効
消費税

引き上げ
１０％

新型コロナ
蔓延

新型コロナ
ワクチン

接種

農業
情勢

ＴＰＰへの
参加表明

農地中間
管理機構

設立
多面的機能
支払交付金

創設
ＴＰＰ合意

及び
関連施策

農業競争力
強化プログ
ラム策定

日ＥＵ・ＥＰ
Ａ交渉合意

土地改良法
改正

新たな食
料・農業・農
村基本計画

策定

農林水産
業・地域の
活力創造プ
ラン改訂

みどりの食
料システム
戦略策定

農地法・
農協法改正

水稲
に関
する
情勢

水田活用の
所得補償交

付金
水田活用の
直接支払交

付金
機構集積

協力交付金
事業

農地中間管
理機構の推
進に関する

法改正

政権 民主党 自民党

(1) 政権および施策等
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0.794 

0.736 

0.325 

0.267 

0.043 
0.047 

0.013 -0.015 

0.035 
0.089 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

Ⅲ 現状
1 社会情勢

10,395 

16,291 
17,451 

19,034 
19,114 

22,765 

20,015 

23,657 

27,444 

28,792 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

リーマンショック以降、3倍弱上昇
企業活動活発化が顕著に見られる

(円) (％)

10年間で約10分の1に下落

株価（日経）平均 国債金利

(3) 金利（10年国債金利）(2) 株価（日経平均）

• 所有債券の金利収入
• 9千万→4千万に減少
• 今後の利息収入は減る見込み

• 株価の好況が農業関連に影響なし
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16,501

11,967

13,144

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

94.5

97.5

100.0 
99.8

米価（円）

(4) 米価と物価率の推移
物価率の上昇と米価は連動していない
物価は上昇傾向だが近年は横ばい、米価は下
降傾向となっている

Ⅲ 現状
1 社会情勢

• 米価取引価格低下により就農継続が困難に
• 農家収入低下により賦課金支払の負担増→未収賦課金の増大
• 賦課金引き下げ要望
• 総人口は今後減少が予測されるが、65歳以上の割合が増加傾向であり、

高齢化社会が進む可能性がある

物価率（％）

0～14歳：2000年から2015年で11％減少
15～64歳：2000年から減少が続いている
65歳以上：2015年には2000年の2倍まで増加

(5) 埼玉県年齢3区分人口

102 99 95 91 88 83 79 77 75

501 489 475 451 451 445 433 410 380

89 116 146 179 195 200 206 216 230

694 705 719 727 735 729 718 703 685

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

0～14歳 15～64歳 65歳～ 総人口

(万人)
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Ⅲ 現状
2 管内の情勢

設立認可日：昭和27年8月2日 埼第120号
受益面積：12,256ヘクタール（2021/04/01現在）
組合員数：19,180人（2021/04/01現在）

(1) 概要

当土地改良区は、埼玉県北東部より南東部に至る15市2町を灌漑し、南北約60km、東西
約20kmに跨がる、192kmの長大な水路を維持管理しています。

現在は、埼玉合口二期事業（S53～H7）により、農業用水の安定供給を図るとともに、農
業用水を合理化して埼玉県及び東京都の100万人を超える都市用水を生み出し供給してい
ます。

また、用水路沿いは遊歩道整備や桜の植樹等の環境整備が行われ、水辺環境と併せ四
季を通じ地域の環境資源として親しまれています。
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Ⅲ 現状
2 管内の情勢

8,141 

7,758 

7,285 

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

(ha)

(2) 関係市町の賦課面積の推移
毎年賦課面積の減少が進み、今後賦課面積が増加する見込みは少ない
賦課金減収額は年間約2,000千円（▲47ha）

• 賦課面積の減少＝賦課金の減収10年で6%減
• 10年後(2031年)、賦課面積7,285haへ
• 適切な運営による管理が必要
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2 管内の情勢
県南：さいたま市、川口市、上尾市、草加市、蕨市、戸田市
県央：春日部市、久喜市、蓮田市、白岡市、宮代町、伊奈町、桶川市、

末田（越谷市）
県北：行田市、加須市、羽生市、鴻巣市

60%
64% 71% 64% 69%

77%

72%
72% 80%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2010 2015 2020 2010 2015 2020 2010 2015 2020

県南地区 県央地区 県北地区
15～39 40～49 50～59 60～64 65以上

10％増 13％増 8％増

(3) 関係市町の農業従事者の年齢構成

高齢者（65歳以上）の増加が顕著に見られる
新規就農者が居ない場合、農業者の高齢化が進む

Ⅲ 現状

• 年齢構成が高い＝新規就農者の減少＝後継者不足
• 組合員の高齢化
• 農地存続の危機による賦課金減収の可能性あり
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Ⅲ 現状
(5) 関係市町の法人・個人の経営体数

集計年度ごとに増加傾向。特に県南部での増加が顕著に見られる
都市部へのアクセスが良く、法人化による大規模農家が増える

2 管内の情勢

9.16%
11.10%

31.09%

4.12% 5.15%
7.63%

3.66% 5.18%
7.32%

2010 2015 2020 2010 2015 2020 2010 2015 2020

県南 県央 県北

個人経営体数を各年度100％として割合で算出
35

30

25

20

15

10

5

0

(%)
180％増

48%増 41%増

• 都市部へのアクセスが容易な県南部に法人化集中
• 法人化による賦課金の一定収入率アップが期待される反面、耕作中止した場合賦課

金収入が大きく減少する
• 大規模農家の増加により、一般農家と水利用時期の違いが生まれ水配の調整がシビ

アに

県南：さいたま市、川口市、上尾市、草加市、蕨市、戸田市
県央：春日部市、久喜市、蓮田市、白岡市、宮代町、伊奈町、桶川市、

末田（越谷市）
県北：行田市、加須市、羽生市、鴻巣市
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• 個人、法人共、粗収益は増加しているが、経営費も増加している為農家所得が横ばい傾向
• 2019年以降は計算方法が違うため、以前との比較検討は難しいが今後も燃料高騰や物価上昇

により経営費も上昇傾向である為、農家所得の上昇は見込めない
• 高齢化も併せて農家存続は困難になり、賦課金の支払いも負担増となる

Ⅲ 現状
2 管内の情勢
(6) 関係市町の農家所得

所得だけで傾向は見えないが、米価取引価格と連動（2014に下落）
農家所得の所得拡大は困難

17,151 15,052

46,099
49,435

28,948
34,383

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

法人所得 粗収益 経営費

(千円)

505 556

2,332

2,649

1,827
2,093

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

農家所得 粗収益 経営費

(千円) 個人経営 法人経営

15

10%増
14%増

14%増
7.2%増

19%増

12%減



Ⅲ 現状
2 管内の情勢

15,215

16,501

11,967

15,716

14,522
16,136

10,365

14,998

12,091
11,139

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

全国 埼玉県

全国平均と埼玉県の取引価格では、埼玉県が全体的に低い傾向
全国平均と比べて相対取引価格変動の違いは見られない

(7) 全国の米価と埼玉県の米価

• 米価の上昇が見込めなければ、農家所得の増加は困難
• 農家から賦課金引き下げ要望も懸念される
• 米価下落が続いた場合、就農継続が困難になる可能性有

(円)
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② 支出の推移① 収入の推移

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について

固定費：事業実施に伴わない支出
変動費：伴う支出

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2028

固 定 費（収入） 変 動 費（収入）
固 定 費（収入予測） 変 動 費（収入予測）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2028

固 定 費（支出） 変 動 費（支出）
固 定 費（支出予測） 変 動 費（支出予測）

固定費：事業実施に伴わない収入
変動費：伴う収入

(1) 財政

• 固定費
面積減少や金利低下による傾向から
減少傾向

• 変動費
事業実施による収入で変動するため
傾向は不透明

• 固定費
維持管理費、人件費増大により今後も上
昇傾向
業務改善による支出削減が必要

• 変動費
収入と同様に事業により変動あり

(千円) (千円)

※改良区内部の項目については未計上
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• 適切な運営
• 業務改善による支出削減
• 計画的な事業による支出の平準化
• 新たな財源の確保

567,000 

599,000 

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000
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各年度で事業等変動金額があるが、概ね収入は減少傾向、支出は増加傾向
近似曲線で推察した場合、2027年に収支が逆転する

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(1) 財政 ③ 収支（収入合計-支出合計 *変動費、固定費額）

(千円)

△32,000
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• 収入減、支出増の傾向の中、積み立ては困難
• 収支予測から見ると、今後収入が支出と逆転してしまう為、計画的な基本財産の取り

崩し、積み立てが必要

2018年以降積み立て無し（運営費用で支出）
当改良区では基本財産を取り崩し運営費用に充てたことはない

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(1) 財政 ④ 基本財産の推移（事業積立金+備荒積立金）
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63.5 65.0 66.2 67.1 68.2 69.3 69.6 69.6 69.6 69.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

事業積立金 備荒積立金

(億円)
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• 増大しない原因は滞納者の固定化か
• 新たな手段として弁護士徴収の導入
• 米価の下落や農家所得増加の傾向が見えない中、滞納者の増加が予測される

臨宅徴収等の実施により、3千万弱の滞納額で推移
滞納額増加の要素はあるが増加になっていない

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(1) 財政 ⑤ 滞納額の推移（徴収権のある5年分の滞納額合計）
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保全計画作成済施設は当該年度に事業費計上
それ以外については、資産評価により当時の取得金額を改修費として計上

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(2) 施設管理 ① 事業費見込み

各年度ごとの事業費（百万円）

• 耐用年数や保全計画による事業費計上を行った場合、2028、2029年に事業が集中し
約30億円の見込み

• 事業費の支出を単純平均化した場合は、毎年約10億円の支出が見込まれる
• 更新基準や事業を把握する事業費支出計画の作成が必要

総事業費平均（10年）
1,063（百万円）

21

※施設によっては延命補修等を行っている為、
事業費・時期については変動します。



• 差額分の財源確保が必要
• 収入を見込めなければ物価上昇により支出が増大し、さらに差が広がる可能性有

事業費を収支に合わせて計上した場合、約5億円の新たな収入が必要

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について

(百万円)

(2) 施設管理 ② 支出見込み（事業費を考慮）
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Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(2) 施設管理 ③ 維持管理費の推移（主な項目抜粋）

修繕費が維持管理費のほとんどを占める（全体の約70％）
2019年から2020年には遠方監視装置等の見直しにより業務委託費削減

• 適宜事務の効率化などにより経費削減を実施
• 毎年の人件費高騰（普通作業員2012からの10年で60％増）により、今後も増加傾向
• 計画的な事業を行うことで、維持管理費の軽減
• 2013年、2021年は事業がほとんど無かったため、総額が少ない。
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Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(2) 施設管理 ④ 使用料収入の推移（区有地貸付）

2012年比約30％増
水路沿線の都市化に伴い増加傾向

• 都市化は県南部含めて今後も進むため、使用料も増加傾向
• 改良区の貴重な収入源とし、今後の支出増加に備えて適切な管理、徴収が必要
• 所有固定資産の有効活用による新規収入源の検討
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Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(3) 社会への貢献 ① 過去に取り組んできた事業

主な相手先：土地改良区、海外（JICA等）、国、県、大学、小学校、地域住民
研修依頼はコロナ禍により近年減少傾向だったが、2022年は増加

• 研修内容としては、改良区の歴史、農業用水路の多面的機能、賦課徴収方法、水路の
生き物調査、水路沿線のウォーキングイベント等

• 社会貢献を通して、改良区の存在意義や農村地域の保全を国内外の方達に伝える
• 市町村に対しては、改良区の運営状況や市民への環境貢献等を把握してもらい、水

路沿線の環境整備等により維持管理費の軽減を要請していく
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Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(4) 組織 ① 組合員数の推移

10年間での組合員総数 減少率10％
減少率 県南：15％、県央：8％、県北：6％

• 減少理由として、県南部の都市化や後継者不足、農家所得が増収傾向にないことが
考えられる

• 今後も減少傾向
• 組合員数の減少＝賦課地の減少＝賦課金の収入減
• 新たな収入源の模索が必要
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• 後継者不足 耕作放棄地の増加
• 組合員の減少 賦課未収金の増加
• 女性総代の不在
• 高齢者の事故が全国で増えている中、改良区でお願いする仕事内容の再検討も必要

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(4) 組織 ② 総代について

70歳以上の割合は約6割、平均年齢は70.8歳（埼玉県の農業者の平均年齢は68.8歳）
平均年齢に比べて、改良区内の総代も高齢化が進んでいる。
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• 現在の役員については、定款に則り定数分選出されている
• 第5次男女共同参画基本計画により、2025年までに女性役員比率10％に向けた取り

組みが必要

Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(4) 組織 ③ 役員について

定数

理事 員内 17

員外 4

監事 員内 4

員外 0

土地改良法第18条及び本土地改良区定款第17条、ならびに第18条で定められた人数、方
法で選出
理事が21名、監事4名、内4名は組合員ではない理事である。
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Ⅲ 現状
3 見沼代用水土地改良区について
(4) 組織 ④ 職員について（人員配置の推移）

事務局は、参事兼事務局長のほか、総務部に総務課、徴収課、管理部に管理課、企画調整
室の3課1室体制で運営している。
2013年より40代が増加している。
職員数は2013年度で26名、 2019年度で24名（平均42歳）の配置となっている。
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• 水路施設の遠方監視化や事務の効率化により、2018年以降2名の削減
• 10年前と比べ、30代、40代が全体の66％と増加し、20代職員17％と減少している
• 人件費が増大する傾向にあるが、事務の合理化や経費削減により支出を抑える
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Ⅲ 現状－４ 現状の整理
「社会情勢」より
・水稲作付けを減らす施策のみ。
・企業活動の向上や物価の上昇と米価の関連が低い。
・米価が上がる要素がみあたらない。
・長期金利の低水準化は、利息収入に大きく影響。今後の上昇見込み低い。

「管内の情勢」より
・農地の減少は明白。見沼賦課地は、今後10年で6％ほど減少見込み。
・農業従事者の高齢化は明白で、新規就農者率も低水準。
・経営体は法人比率が上昇。特に県南地域での上昇率高い。
・農業法人、個人ともに所得の上昇が見られない。

「見沼代用水土地改良区について」より
・収入が減少する要素が多い。収入増は区有地貸し付け収入のみ。
・支出は物価高、人件費高騰等、増大する要素のみ。
・収支は、翌年繰り越し、特定資産・基本財産への繰り出し額が減少。
・事業費支出額は増大見込み。
・女性役員、女性総代の在職なし。
・職員数は事務合理化等により削減。

好況になる
要素なし

収支が好転する
要素少なし

• 具体的な事務合
理化

• 新規収入源の確
立

• より緻密な計画
による事業の実
施
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適切な日常管理の上、安定的な水源を確保
農業生産の基盤を造り農業総生産の増大、生産性の向上を図る

Ⅳ あるべき姿

安定した収支 計画的な維持管理
緊急時の適切な対応

多面的な機能の発揮
地域協働

財政 管理 社会

土地改良区の基本的な性格

時代に合わせた柔軟な職場環境の構築
積極的な研修活用による職員資質向上

組織
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Ⅴ 課題一覧
① 金利の有効活用 ① 事業費支出計画の作成について
② 埼玉合口二期事業に係る費用負担金の見直し ② 排水放流の見直しについて
③ 賦課徴収事務の見直し ③ 県南水路の引き渡しの検討
④ 不納欠損金の削減 各市町補助金負担の協定
⑤ 賦課金・決済金単価の見直し 区有地の有効活用
コンビニ収納の導入 排水放流費の徴収
賦課徴収システムの見直し 土地改良施設の計画的な更新
地区除外決済金の目的別単価設定の検討 水路堤塘敷の有効活用
延滞金徴収の導入 河川放流施設の遠隔電動化
滞納処分の導入検討 遠隔監視施設の見直し
宛先不明者等の調査業務手段の確立 災害時の体制及び物資の備蓄
台帳整備（組合員名簿の整備） 区有地貸付収入の単価見直しについて
水利用の実態調査（一筆調査） 目的外使用料の改定
陸田使用料の改定 ① SNSによる情報発信と行政、民間との連携
① 太陽光発電による電気料金軽減 ② 研修時の説明資料のマニュアル化
② 事務所建物の保全計画の策定 ③ 見沼に関する歴史的資料の収集・整理
業務標準書の作成 広告収入
課内ローテーション 多面的機能支払交付金の事務受託
各システムの合理化 農地中間管理機構から業務委託
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管理
Ⅴ 課題

1. 太陽光発電による電気料金軽
減

2.事務所建物の保全計画の策定

1. SNSによる情報発信と行政、
民間との連携

2.研修時の説明資料のマニュア
ル化

3.見沼に関する歴史的資料の収
集・整理

1. 事業費支出計画の作成につい
て

2.排水放流の見直しについて
3.県南水路の引き渡しの検討

社会

組織

1.金利の有効活用
2.埼玉合口二期事業に係る費用

負担金の見直し
3.賦課徴収事務の見直し
4.不納欠損金の削減
5.賦課金・決済金単価の見直し

財政
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４ 償還スケジュール（R10まで）

財政 課題1 金利の有効活用

1 目的
（1）リスクの少ない運用、安定した利息収入
（２）即現金化できる基本財産の所有、

償還年度が平準化するようにする

３ 超長期債券（20年～）購入のメリット・デメリット
【メリット】
・満期日までの期間が長くなるにつれ、金利が高くな
るため、安定した利息収入が見込める
【デメリット】
・信用リスク(発行体の破綻)⇒関係行政が発行する
信頼度の高い債券を購入することにより最小限に

※ 満期日を待たずに途中で売却した場合は、売却益もしくは
売却損が発生する場合があるが、一方で、途中売却せず、
償還日まで保有すれば元本は保証される。２ 直近の債券の金利状況の比較

改良区の基本財産の保有状況

【概要】
基本財産の運用方針について、検討する。

単位：％

10年 20年 30年

 国債 0.278 1.093 1.440

 地方債 0.554 1.199 1.594

R4.12.8現在

単位：億円

普通預金 1.3 2% 1.3

1 年 定 期 6.5 9% 6.5

3 年 定 期 1.0 1% 1.0

出 資 金 0.3 1% 0.3

10年債券 39.5 57% 4.5 28.0 7.0

20年債券 21.0 30% 3.0 6.0 12.0

合 計 69.6 100% 7.5 34.0 19.0 1.3 6.5 1.0 0.3

3年定期 出資金

内　　　訳

積立額 比率 国債 地方債

財投

機関債

普通貯金 1年定期

項　目 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年

合　計 12.5 9.0 5.0 0.0 0.0 1.0

 債券

 定期貯金

6.0

8.0

5.0

1.0

6.5

1.0
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４ 実施スケジュール

財政 課題2 埼玉合口二期事業に係る費用負担金の見直し

1 目的
（1）職員の人件費について、積算基準に基づき

計上し、負担金額の増額を要望する。
（２）協定書に詳細な内容が記載されていない

ため、協定の結び直しする。

３ 協定の見直しのメリット・デメリット
【メリット】
・負担金の増額
・書類作成業務の軽減 （予算書、精算書の作成）
【デメリット】
・協定書の見直しには、綿密な調整、資料の整理、時間

を要す。また、担当窓口の課だけでなく、財務担当に
も要点が伝わるよう、分かりやすい資料づくり、説明
が必要となる。

２ 直近の負担金と今後の課題
・R4 埼玉県企業局 53,089 千円

東京都水道局 4,160 千円
・算定方法の見直し
・諸経費の見直し

※R5予算ベースで約12,000千円の負担金増額
・人件費単価の見直し
・費用負担協定の見直し

【概要】
通水管理業務の負担金について、協定の見直し
を検討する。（埼玉県企業局、東京都水道局)

項目 令和5年（R6予算） 令和6年（R7予算） 令和7年（R8予算）

検討

準備

運用

準備・調整

運用

・・・ R４ 協議見直し済み
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４ 実施スケジュール

財政 課題3 賦課徴収事務の見直し

1 目的
（１）賦課徴収事務の効率化
（２）交付金（行政への支払い）関連の経費削減
（３）自治体の税務システムの標準化対応

３ 徴収委任解除のメリット・デメリット
【メリット】
・業務パターンおよび、情報管理の一元化による

事務の効率化
・経費抑制 約8,000千円
【デメリット】
・組合員の変更情報の管理⇒資格得喪通知の提出徹底
・取扱金融機関の減少⇒コンビニ収納で対応
＊1-(3)は総務省が進める、地方自治体業務を全国で標準化す
る動き。標準化されると、土地改良区が委任している業務が出
来なくなる可能性大。 （令和4年12月現在）

２ 徴収委任と直接賦課の比較
項目 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

税務ｼｽﾃﾑ標準化

ｺﾝﾋﾞﾆ収納実施

徴収委任解除

新ｼｽﾃﾑ

R5より導入

白岡市 R5～
蓮田市 R6～

久喜市 R７～
さいたま市 R6～

加須市

【概要】
現在、行政に委任している賦課徴収事務を、自前
で行う。 （徴収委任⇒直接賦課へ）

徴収委任 直接賦課
1 徴収委任行政数 5 0
2 直接賦課行政数 9 14
3 業務パターン 5 1
4 交付金支出 7,000千円 0円
5 行政システム使用料 3,000千円 0円
6 コンビニ使用料 － 2,000千円
7 取扱金融機関（例：加須） 13 4

項目
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４ 実施スケジュール

財政 課題4 不納欠損金の削減

1 目的
（１）不納欠損金の削減による収支改善

*複式簿記導入により、令和3年度決算書
より表記されることになった。

（２）役員・総代による臨宅徴収が困難地域への
対応

（３）未収賦課金（5年分）削減による催告書発
付等の業務改善

３ 不納欠損額、未収賦課金の推移【概要】
毎年発生する不納欠損金を、徴収権のある発付
後5年以内に徴収したく、手段を拡充するため、
弁護士による徴収を導入する。

27,208 27,204 
28,378 

25,355 
26,499 

平均
26,929 

23,000
24,000
25,000
26,000
27,000
28,000
29,000

2017 2018 2019 2020 2021

2,890 3,276 3,429 3,518 3,595 

平均
3,342 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2017 2018 2019 2020 2021

２ 弁護士徴収の概要

＜不納欠損額＞ 【千円】

【千円】＜未収賦課金＞

10月 11月 12月 1月 2月 3月
10月30日理事会承認 弁護士徴収開始

〇 ◎
11月1日契約締結

令和4年 令和5年
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委託先 弁護士法人エジソン法律事務所
報酬 成功報酬（徴収額の３０％）

対象者 滞納額合計5,000円以上の組合員
徴収方法 手紙（通知）と電話による



財政 課題5 賦課金・決済金単価の見直し

1 目的
（１）中長期的な土地改良区の運営を反映
（２）農業情勢の変化への対応

２ 賦課金及び決済金単価の推移

【概要】
定期的に単価設定を見直す機会が必要ではない
か（５～１０年毎）

年度 賦課金 決済金

平成4年度 2.98 104

平成5年度 2.98 112

平成6年度 3.98 125

平成7年度 3.98 130

平成8年度 3.98 135

平成9年度 3.98 161

平成10年度 3.98 161

平成11年度 3.98 166

平成12年度 3.98 166

平成13年度 3.98 166

平成14年度 3.98 211

～ ～ ～

令和4年度 3.98 211

４ 実施スケジュール

３ 単価見直しの課題
・定期的な単価見直しの機会を設ける

⇒仕組みの必要性
規程の改定・追加

・中長期計画との連動
⇒将来的な土地改良区運営状況を予測、反映させる

・賦課金の単価設定
⇒土地改良区の財政と農業情勢の反映

・決済金の単価設定
⇒利用目的による単価設定(市街化区域）

難用水区域への対応（見沼田圃等）
・現況調査

⇒条件を設定し、単価を決めるには一筆毎の現況調
査が必要

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年項目

中長期計画の立案

収支の予測

単価設定の見直し
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４ 実施スケジュール

管理 課題1 事業費支出計画の作成について
1 目的

（１）今後の支出金額の把握
（２）施設維持の基本方針・基準の作成
（３）事業実施時における補助事業の調整
（４）平準的な支出計画の作成

３ 計画作成に必要な物
施設耐用年数による事業費試算を行ったが、耐用年

数を迎えた施設でも補修等で延命している。
その為、法定の耐用年数のみで算出した場合、実態

と乖離するため、計画を策定するにあたり今後下記の
調査や整備が必要となる。
• 施設の維持管理基本方針
• 補修及び改修を行う際の基準
• 維持管理施設の施設台帳
• 老朽化度による事業実施優先順位作成
• 経済的な補助事業の把握

２ 現状の把握
これまで水路別に補修・改修を実施し、施設の延命を

図ってきた。今後、水路施設が順次耐用年数を迎える
為、さらなる事業費の増大が見込まれる。

事業費支出計画作成に向け、下記算出方法により今
後10年間で想定される事業費を算出する

項　　目 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年

基本方針の策定

実施事業選定

計画策定

実施計画の見直し

基本方針

補助事業調整

計画策定

実施見直し

補助事業調整 補助事業調整

実施見直し

39

○算出方法
• 事業等で作成された保全計画を基に事業費を試算
• 上記以外の施設は構造物の耐用年数で施設を改修する想定

で試算
事業費試算



４ 実施スケジュール

管理 課題2 排水放流の見直しについて

1 目的
（１）会の川用悪水路の水質改善
（２）排水区域の見直し
（３）新たな恒常的な収入の確保

３ 排水放流の見直しのメリット・デメリット
【メリット】
・排水放流区域の見直しによる収入増が期待できる。
・現状把握により水質の改善がされる可能性が有る。
【デメリット】
・調査に時間を要する。＊
・事務作業量の増加

＊排水管が会の川用悪水路に接続されているか、排水管の利用
の有無、どこまでの区域が流入するのかなど調査項目が多岐
に渡る

２ 現在の排水放流について
（１）対象市町は行田市、羽生市、加須市の一部
(2)目的外使用並びに使用料徴収規程により承認願

により許可
(３)放流水は規程により脱窒型合併処理浄化槽の設置

や水質基準を義務づけている。
(4)使用料は承認交付時に一時金として徴収する
（５）その他の水系では、原則認めていない。

【概要】
現在、会の川用悪水路にて受け入れている排水
放流の見直しを行う

令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年項目

排水放流調査

協議

排水放流負担額徴収

基本方針の決定

排水管接続状況、管の利用の有無、排水区域の調査 R6～

前年度調査した区域について協議 R7～

納付書発付 R8～

基本方針
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４ 実施スケジュール

管理 課題3 県南水路の引き渡しの検討

1 目的
（１）県南水路の収支の確認
（２）県南水路及び区有地の活用方法の検討
（３）行政に引き渡しをする際の費用の確認

３ 県南水路の引き渡し検討項目
・維持管理費…雑草刈払、塵芥処理等の支出
・施設更新費用…将来的に見込まれる護岸改修費
・区有地貸付収入…占用物件の単価の見直し
・管理図面の整備…境界図・平面図などの整理
・施設の活用方法…区有地・水路施設の活用方法
・新規収入…地域排水流入に伴う負担金等

２ 行政要望内容に対する改良区保有資料について

【概要】
農業用水路の役目を終えた県南水路の今後の活
用方法・管理方法について検討する必要がある。

※対象水路の収支集計中

整備項目 境界図 平面図 土地整理台帳 占用物一覧

西縁 △ △ △ △

六ヶ村 △ ✕ △ △

戸田 ◯ ✕ △ ◯

新曽 △ ✕ △ △

笹目 △ ✕ △ △

辻 △ △ △ △

東縁 ◯ ◯ △ ✕

◯：整理済み △：整理中 ✕：未整理

項目 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年

基本方針の検討

対象水路の機能診断調査

対象水路の境界図作成

占用物件一覧表の作成

土地整理台帳の作成

・新規収入の検討

・支出の試算

・県南地区の現状把握

・調査費の見積取得

占用物件一覧表の作成 R5～

土地整理台帳の作成 R5～

基本方針の検討 R5～

機能診断業務の発注 R7～

境界図面作成業務の発注 R7～
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４ 実施スケジュール

社会 課題１ SNSによる情報発信と行政、民間との連携

1 目的
（１）仕事内容や農村環境に興味を向ける。
（2）意識を農村環境の維持に向ける。
（3）行政や民間との連携を取りやすくする。
（4）環境保全・管理費軽減へ繋げる。

３ SNSによるメリット・デメリット
【メリット】
・改良区の仕事内容等を不特定多数の方に伝える事が
出来る

・行政や企業との適正なタイアップが可能となれば、管
理費等費用削減や新たな収入源の一つになる

【デメリット】
・不特定多数の方からの質問→

質問についてはSNSでは受け付けないと明記。
・情報漏洩の可能性→

個人情報を掲載することは現在考えていない。
２ TwitterとInstagramの投稿内容比較

【概要】
HPしか電子媒体が無く、情報発信をより多くの
媒体で行い、改良区の運営に役立てる
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４ 実施スケジュール

社会 課題２ 研修時の説明資料のマニュアル化

1 目的
（１）改良区の伝えるべき事を伝えられるように

する
（2）新職員が見ても理解できるわかりやすい

資料を作成する

３ マニュアル化によるメリット・デメリット
【メリット】
・説明内容レベルの均一化

【デメリット】
・マニュアル作成の時間が必要
・マニュアル通りの説明しか出来なくなる

２ マニュアル化に向けて織り込むこと
• 世界かんがい施設遺産登録
• 見沼の歴史
• 見沼代用水路の歴史
• 建設技術
• 重要人物
• 重要構造物
• 地域環境への貢献

【概要】
研修時の説明資料について、全ての職員が説
明できるような資料を作成する。
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４ 実施スケジュール

社会 課題３ 見沼に関する歴史的資料の収集・整理

1 目的
（１）対外的な資料提供を迅速に対応する
（2）改良区が所持している資料の再確認
（3）今後説明する上で必要な追加資料の検討

３ 資料整理によるメリット・デメリット
【メリット】
・ジャンル分けすることで展示や資料提供時に必要な項
目を迅速に整理できる。

【デメリット】
・どの範囲まで資料を整理するかによって、時間が掛か
る場合もある。

・改良区外（主に個人の方からの提供等）からの資料を
収集した際、歴史的事実を検証する必要がある。

２ 資料整理に伴う方針
• 改良区で保持している資料、データを一

覧で整理
• ジャンル分け等を行い、検索でヒットしや

すくする
• 行政や個人、博物館等へ情報提供を呼び

かけ資料を収集する
• 様々な媒体で使用できるように資料はで

きる限りデータ化し保存する

【概要】
見沼に関する歴史的資料が煩雑に集められて
いる状況を整理する
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４ 実施スケジュール

組織 課題1 太陽光発電による電気料金軽減

1 目的
（1）世界的なエネルギー価格高騰による電気料

金の高騰の対策として、事務所の建物に太
陽光発電設備を設置し、経費削減を図る。

３ 導入によるメリット・デメリット
【メリット】
・電気代の削減（年間 約60万円～）
・環境保全、SDGｓ活動に寄与⇒改良区のイメージ向上
（年間CO2削減量 約18,000kg）
・災害時に使用が可能
【デメリット】
・一時的に導入コストがかかる。⇒補助金の利用で軽減
・天候によって発電効率にばらつきがある
・屋根自体に負荷がかかる

２ 現状の導入後との比較（参考）

【概要】
事務所の屋根に太陽光パネルを設置
し、安定的な収入源とする。

項目 令和5年 令和6年 令和7年

設置・運用

導入の検討 計画

設置・運用開始

年間 年間

現状 導入後 現状 導入後
67,000 kWh 32,000 kWh 2,000 千円 1,400 千円

購入電力量（年）

35,000 kWh削減！

購入電力量

（＝自家消費電力量）

電気料金

600,000 円削減！

購入電気料（年）
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４ 実施スケジュール

組織 課題2 事務所建物の保全計画の策定

1 目的
（１）現状の把握（補修履歴、劣化状況の調査等）
（２）補修・更新費の削減（ライフサイクルコスト）
（３）長期的な視点での検討（長期保全計画）

３ 保全計画策定の効果
（１）最も安価で効果的な補修・更新が出来る。
（２）財政計画が立てやすくなる。
（３）担当者が代わっても管理が容易に出来る。
（４）施設の長寿命化が図られる。

２ 保全計画の方針
（１） 劣化状況の調査（目視・打診・中性化等）
（２） 今後の整備方策の検討（時期・概算費用）
（３） 長期保全計画書の作成

【概要】
近年の公共施設等の長寿命化の背景から、建

物の目標使用年数を８０年と定め、劣化状況に
関する調査を実施し、長期保全計画を策定する。

項目 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

劣化状況の調査

整備方針の検討

保全計画策定 見直し
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Ⅵ 今後の方針
中長期計画で目指す土地改良区の姿

収支バランスを保ち施設を適切に維持していくことで、
安定した通水を供給し続ける

取り組む内容
• 収支の見直し
• 施設更新計画の作成し、施設の長寿命化を図る
• 各課課題について進捗状況報告（理事会にて年1回）
• 中長期計画の見直し（5年ごと）

現状
• 物価、人件費上昇
• 組合員、賦課面積減少による収入減
• 支出増、収入減の傾向により、このままでは数年後には収支の逆転の可能性
• 計画的な維持管理、財源確保が必要
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